
普通会計（一般会計＋住宅新築資金等貸付事業特別会計）

※地方財政状況調査（決算統計）の決算額

(単位：千円） (単位：千円） (単位：千円）

1 地方税 2,860,942 1 議会費 109,612 1 人件費 1,279,856

2 地方譲与税 92,699 2 総務費 1,214,289 2 扶助費 1,742,873

3 利子割交付金 7,841 3 民生費 3,691,645 3 公債費 518,935

4 配当割交付金 24,897 4 衛生費 712,213 4 普通建設事業費 1,328,455

5 株式等譲渡所得割交付金 13,880 5 労働費 34,146 5 災害復旧事業費 147,517

6 地方消費税交付金 305,897 6 農林水産業費 258,232 6 失業対策事業費 0

7 自動車取得税交付金 14,649 7 商工費 229,571 7 物件費 1,625,692

8 地方特例交付金 24,312 8 土木費 1,444,723 8 維持補修費 43,052

9 地方交付税 2,446,753 9 消防費 347,117 9 補助費等 1,806,029

10 交通安全対策特別交付金 4,986 10 教育費 1,053,772 10 積立金 33,159

11 分担金及び負担金 99,378 11 災害復旧費 147,517 11 投資・出資・貸付金 50,000

12 使用料及び手数料 156,188 12 公債費 518,946 12 繰出金 1,186,215

13 国庫支出金 1,368,263 9,761,783 9,761,783

14 国有提供施設等交付金 14,060

15 県支出金 731,117

16 財産収入 23,894

17 寄附金 2,211

18 繰入金 539,193

19 繰越金 359,955

20 諸収入 207,249

21 地方債 825,574

10,123,938

平成26年度普通会計決算

合　　　計
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１　歳入 ２-１　歳出（目的別）

区分 決算額

合　　　計

　決算額合計は、実際の決算額と１億円の差があります。これは満期一括償還地方債（うみがめ債）によるもので

す。

　地方財政状況調査（決算統計）では、満期一括償還に伴う減債基金への積立金を公債費に計上することとなって

いるため、過去5年間において公債費として計上していました。これにより、満期一括償還の年度である平成26年

度は満期一括償還分1億円を決算額から差し引くこととなっています。
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